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1. 鉱物資源の需要は世界的に激増。例えば、2012年の全世界の銅需要は、1960年の約4.4倍。

2. 中でも、中国の需要は82倍に増加。資源確保競争を激化。

3. 非鉄金属需要の増加により、供給される鉱石（精鉱）に変化

① 高品位鉱石が減少し不純物を多く含む鉱石が増加

② 鉱物粒子の微細化に伴って極めて微細に粉砕された精鉱が生産
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■新興国の需要が急増



供給側の変化

90年代以降、チリが生産量を増加させ、他
国を圧倒。米国の生産量が減少し、生産国の

寡占化が進む。

需要側の変化

90年代以降、中国の消費量が激増。2002
年には米国を抜き、世界一の消費国となる。

銅鉱生産量

(出典)1980年～2011年World Metal Statistics Yearbook

銅地金生産量

(出典)  1950年～1959年World Copper Statistics
1960年～2011年World Metal Statistics Yearbook
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■需給の状況変化
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1. 非鉄金属の需給が逼迫し、価格の著しい高騰を経験。例えば、銅価格は、1998年以
降、1,500ドル～2,000ドル/トン程度で推移していたが、2003年以降急速に上昇。
2011年2月には最高値10,148ドルを記録。

2. 国際資源情勢の急激な変動の背景には、中国など新興国における需要の激増も。

3. こうした情勢から、非鉄資源獲得を巡る競争は国際的に激化。
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■資源価格の状況変化
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■政策的位置付け

技術施策体系として、平成21年にとりまとめられた「イノベーション基本計画」において「鉱物資源
の安定供給」と「二酸化炭素排出量削減」に資する技術開発と位置付けられている。

トップダウン ボトムアップ
必要とされる施策

（Market）
市場ニーズ

（ 背景）

実現上の課題

（Function）

事業目標

技術（ 国の事業）

（Technology ）

鉱
物
資
源
課

事業（PRJ） 概要目標施策

副次的な課題本施策の事業として着手されていない課題出所： 「イ ノベーショ ンプログラム基本計画」、経済産業省平成22年度事前評価書

鉱
物
資
源
の
安
定
供
給

二
酸
化
炭
素
排
出
量
削
減

地球温暖化に
向けた国際的
取り組みの

加速

二酸化炭素
排出量抑制
への取り組み

が加速

資源セキュリ
ティ 確保が急

務

BRICS成長
に伴なう非鉄
金属等の希
少資源の確
保が重要に

希少資源の
高効率・低エ
ネルギー消
費な確保

低品位・難処理鉱石か
ら効率的に有価金属を
回収するための、製錬
前処理技術、高効率有
用金属回収技術、製錬
残渣や有害元素の安定
化技術の開発に取り組
む。

低品位鉱石・難
処理鉱石に対応
した革新的製錬
プロセス技術の

研究開発

H21～H24

今後、普及拡大が見込
まれる製品の製造工程
において排出されるレ
アアースを含む不要物
など技術的・経済的に
抽出が困難なレアアー
ス含有物について、レ
アアース等有用金属の
リサイクル技術の研究
開発を行う。２０年度補
正より事業開始。

希土類金属等回
収技術研究開発
事業費補助金

H21～H24

既存の製錬工程に比較
して､大幅にｴﾈﾙｷﾞｰ消
費量を削減できる湿式
製錬技術を活用し､廃
小型電子･電気機器､廃
超硬工具等に含有され
る希少金属等を効率的
に回収する技術開発｡

希少金属等高効
率回収システム

開発

H19～H22

難処理鉱石等の選鉱に
よる製錬プロセスの効率
化

難処理鉱石等の製錬前
処理による製錬プロセス
の効率化

非鉄製錬における新規
貴金属回収プロセスの開
発

銅精鉱の浸出残渣処理
プロセスの開発

精鉱中の不用な元素等
不純物を分離・安定化す
る技術の確立

ガラ ス研磨剤からのレア
アース回収プロセスの低
コスト化

ガラ ス研磨剤からのレア
アース回収プロセスのエ
ネルギー使用合理化

廃小型電子・電気機器等
からのレアメタル回収技
術の省エネルギー・高効
率化

廃超硬工具からのレアメ
タル回収技術の省エネ
ルギー・高効率化

多様な希少資源の確保

及びその製錬処理の高効
率・省エネルギー化

使用済み希少資源の

回収技術の高効率・省エネ
ルギー化

未使用鉱石の

確保

未使用鉱石

製錬技術の改善

前処理の改善

製錬処理の改善

後処理の改善 製錬副産物の分離・
安定化

製錬処理の省エネル
ギー化

製錬処理の高効率化

前処理改善による
製錬品質の改善

レアメタル回収技
術の改善

要素技術の開発による
改善

貴金属
回収技術の改善

ベースメタル
回収技術の改善

全体回収プロセスの再
設計による改善

新回収技術の開発に
よる効率化

全体回収プロセスの
最適化による効率化

新回収技術の開発に
よる省エネルギー化

全体回収プロセスの
最適化による省エネ

ルギー化

新回収技術の開発に
よる低コスト化

使用済小型家電を中心
に特定の鉱種・部位を
対象として有用なベー
スメタルも同時に回収
可能な経済性のあるリ
サイクル技術を開発す
る。

小型家電等レア
メタルリサイクル
技術開発事業

H24～H27

所要の濃縮物、素子等を
対象とした最適な破砕、
分離・選別技術による省
エネルギー・高効率化

非鉄製錬プロセス等を利
用した新たな精製技術に
よる省エネルギー・高効
率化



5

彦島製錬株式会社（下関市）

神岡鉱業株式会社（飛騨市）

（72千ｔ-Ｚｎ/年）

（78千ｔ-Ｚｎ/年）

東邦亜鉛株式会社
安中製錬所（安中市）

秋田製錬株式会社（秋田市）

（120千ｔ-Ｚｎ/年）

（200千ｔ-Ｚｎ/年）

■国内の湿式亜鉛製錬

湿式焙焼炉

乾式焙焼炉

乾式焙焼炉

湿式焙焼炉

国内には、４箇所の湿式亜鉛製錬が存在する。うち、湿式焙焼炉及び乾式焙焼炉は2箇所づつ。

湿式亜鉛生産量
470千ｔ/年
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＜輸入＞

亜鉛の収率を上げ
るために、鉱石の
微粉砕を始めた。

粒子が微細な精鉱
が増えている。
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＜海外＞
熔
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■湿式亜鉛製錬の流れと問題点

微粉鉱（平均粒径：10μ前後）の供用が増加すると、焙焼工程において操業異常が顕著となっている。
最悪は、流動が停止し、数日間の焙焼操業停止も見られた。
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Ａｉｒ
風函（ウィンドボックス）

流動層

入気ブロワー
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精鉱

散布機

湿式給鉱
（ドル式）

亜鉛精鉱を用水等で
スラリー化して給鉱

乾式給鉱
（ルルギ式）

亜鉛精鉱を
粉体のまま給鉱

SO2ガス
（ボイラーへ）

テーブル
フィーダ

オーバーフロー焼鉱

精鉱スラリー

Ａｉｒ

風函（ウィンドボックス）

流動層

フィード
パイプ

入気ブロワー

SO2ガス
（ボイラーへ）

Ａｉｒ

オーバーフロー焼鉱

SO2ガス(＋ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ焼鉱)

SO2ガス(＋ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ焼鉱)

湿式焙焼炉 乾式焙焼炉

■湿式焙焼炉と乾式焙焼炉

流動焙焼炉には、湿式と乾式の2タイプがあり基本原理は同一であるが、操業管理の特性値は、
炉のタイプにより異なる。
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精鉱微粉粒子

廃熱ボイラー

流動焙焼炉
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■微粉鉱を供用した場合の、操業異常

主要な操業管理は、風函圧力・焼鉱粒度・ボイラー温度である。微粉鉱供用時の特徴としては、
風函圧力の低下、焼鉱の粗硫化、ボイラー出口温度の上昇が見られる。

この状態を継続すると最終的には、炉の停止を余儀なくされるため、微粉精鉱供用を下げ、
異常値の回復を図る。微粉鉱の流通が増加した場合、安定的な操業が困難となる。

微粉精鉱に対応できる焙焼技術を開発する必要がある。
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（10千ｔ-Cu/年）

■国内の銅製錬

国内には、6箇所の銅製錬（熔錬炉）が存在する。

小坂製錬株式会社（鹿角郡小坂町）

小名浜製錬株式会社
（いわき市）

日比共同製錬株式会社（玉野市）

パンパシフィック・カッパー株式会社
（佐賀関・茨城県日立市）

三菱マテリアル株式会社
（香川郡直島町）

住友金属鉱山株式会社
（西条・新居浜市）

（300千ｔ-Cu/年）

（240千ｔ-Cu/年）

（340千ｔ-Cu/年）

（450千ｔ-Cu/年）

（260千ｔ-Cu/年）

銅生産量
1,600千ｔ/年
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＜輸入＞
熔
錬
炉

銅製錬プロセス
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＜海外＞

■銅製錬の流れと問題点

煙灰

スラグ

（外販） 排水硫化砒素澱物

硫
酸
製
造

脱電スライム

排
ガ
ス

ス
コ
ロ
ダ
イ
ト
製
造

スコロダイト

最終処分場
（廃棄）

通常精鉱の場合、精鉱中の砒素は主にスラグへ移行し、系外に出す（スラグの外販）ことによって、
製錬のバランスを保っている。一部の製錬所では、中間生成物中の砒素を結晶性スコロダイト
（FeAsO4・2H2O）として安定化させ廃棄している。

高砒素精鉱の流通が増加すると、
スラグ品質(As品位)が悪化し、
スラグの外販に支障をきたし、
銅製錬の安定操業が困難となる。
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■スコロダイト製造の流れ

用 水 Ｃａ（ＯＨ）２

１次浸出 ｐＨ＝３～４ 室温

浸出残渣 浸出液 Ｃｕ溶液

再浸出 ← 硫 酸 Ｃｕ回収工程へ

再浸出残渣 再浸出液 Ａｓ（ｒｉｃｈ）溶液

製錬原料へ Ａｓ回収工程へ

砒素含有副産物

（結晶化：スコロダイト製造）

スコロダイト

最終処分場

砒素対策として、砒素含有中間産物のAsとCuを分離し、分離した砒素浸出液からスコロダイトを
製造する対応が始まっていた。

本方法は、一部の中間産物に対して
のみ実施されており、高砒素原料の
供用に対する銅製錬の問題を、解決
するまでには至っていない。

本方法をベースに、煙灰に対応できる
技術を開発する必要がある。
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対象製錬 問題のある製錬原料 テーマ

難処理鉱石 亜鉛製錬 微粉精鉱 Ａ

低品位鉱石 銅製錬 高砒素精鉱 Ｂ

■低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発

テーマ 目的 省エネルギー効果の
考え方

Ａ 微粉精鉱の焙焼技術開発 微細な亜鉛精鉱を対象とした酸化
焙焼において、酸化を均質に進め、
焙焼炉の操業を安定化させるため
の技術の確立を目指す。

テーマA・Bの技術が開
発されない場合、
低品位鉱石・難処理鉱
石を供用するには、多
大なエネルギーを消費
する。本技術の開発に
より、そのエネルギー
の増大を抑制する。

Ｂ 煙灰中の銅・砒素の分離技
術開発と砒素の安定貯蔵方
法の検討

煙灰中の砒素を浸出して銅と分離
し、結晶性スコロダイト化する技術
に着目し、煙灰の性質の違いに応
じた最適な浸出･スコロダイト化処
理法の確立や、結晶性スコロダイト
が長期間安定性を保つような環境
条件の解明を試みる。
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A．微粉精鉱の焙焼技術開発
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目標・指標 設定理由・根拠等

(1) 焙焼炉への微粉鉱供用比率100%体制の確
立。微粉精鉱供用が原因となる操業停止に
よる電力エネルギーの増大を防止する。

(2) ボイラートラブルの低減

含Zn鉱石中の不純物品位は高く、原料とな
るZn精鉱は微粒化する傾向にある。原料が
微粒化する傾向は不可避であるため、これ
に対応できる焙焼技術を有する必要がある。

微粉鉱比率が上昇するとボイラーからキャ
リーオーバーする焼鉱が増加する。キャリー
オーバー焼鉱の増加に伴い、ボイラーダスト
の付着増加による蒸気回収効率の低下、ダ
スト除去作業の作業負荷増加が発生する。
そのため、微粉鉱比率100%に対応できるよう
にボイラーを改善する必要がある。

■全体の目標

技術開発の全体目標を以下とした。
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■全体の成果（1）

精鉱スラリー

Air流動層

造粒鉱

湿式・乾式焙焼炉共に個々の対策により、微粉鉱供用比率100％を達成した。

＜湿式焙焼炉＞ ＜乾式焙焼炉＞①ボイラーの改造

②造粒鉱の供用

微粉鉱 造粒鉱

Ａｉｒ
風函（ウィン
ドボックス）

流動層

入気ブロワー

散布機

テーブルフィーダ

オーバーフロー
焼鉱

SO2ガス(＋ｷｬﾘｰ
ｵｰﾊﾞｰ焼鉱)

造粒機

①造粒鉱の供用
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■全体の成果（2）

ボイラーシミュレーションを基に、ボイラーを改造し新たなハンマリング装置を設置することにより
ボイラートラブルを低減した。

②ボイラーの改造
①ボイラーシミュレーション

③スプリングハンマーの設置

y =  0.56 x +  429.97

y =  0.50 x +  406.06

y =  0.18 x +  390.80
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■個別要素技術成果（1）（6）（7）

微粉鉱比率を増加させると、焼鉱が粗粒化する傾向は、経験的につかんでいた。

個別要素技術成果 （１）：湿式焙焼炉流動不良とボイラーの現状把握
（６）：ボイラーシミュレーション
（７）：ボイラー改造
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微粉鉱比率が上昇すると焼鉱が粗粒化し、風函圧力が上昇する。また、ボイラーダストの付着率が
上昇する。ダスト付着が増加すると、人力によるダスト除去作業が増加する。

粗粒化 ダスト付着増加

風函圧力上昇
入気量下げる

ダスト除去作業を実施する場合、
安全上、炉への入気量を抑える必
要がある。
すなわち、良好な焙焼が行われて
いない可能性がある。

■個別要素技術成果（1）（6）（7）
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湿式焙焼炉 微粉鉱比率と炉内の状況（平成21年度）

精鉱スラリー

Ａｉｒ

風函（ウィンドボックス）

流動層

フィード
パイプ

入気ブロワー

SO2ガス
（ボイラーへ）

Ａｉｒ

オーバーフロー焼鉱

SO2ガス(＋ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ焼鉱)

微粉鉱比率を上昇させた場合、流動層内には粗粒化した焼鉱が残留。入気用ノズルには、
ベコが付着し、閉塞傾向が観察された。

流動層（停止後）

ノズル群

成果1

微粉鉱比率上昇に伴うOF焼鉱の
特性値およびボイラーダストの
付着率を把握した。

■個別要素技術成果（1）（6）（7）
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湿式焙焼炉 ボイラーの改善（平成22年度）
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ボイラーシミュレーション（温度・流速分布）を実施し、第１蒸発管を改造した。同時に、スプリング
ハンマー装置を設置した。結果、ダスト付着率が減少した。

H21年度

H22年度

■個別要素技術成果（1）（6）（7）
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湿式焙焼炉 ボイラーの改善による微粉鉱比率限界の上昇（H22年度）

H22年度

人力によるダスト除去作業が減少したことにより、炉への入気量を下げる頻度が減少した。
そのため、健全な焙焼が行われる傾向となり、微粉鉱比率限界が上昇したと考えられる。
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H21年度

微粉鉱比率限界 平成21年度：74％ 平成22年度：80％

■個別要素技術成果（1）（6）（7）
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更なるダスト除去効果をはかるべく、ボイラー第２蒸発管に対し、スプリングハンマーを設置した。
結果、ダスト除去作業の必要が無くなり、微粉鉱比率限界の上昇に寄与した。

スプリングハンマーは、通常のハン

マリング装置の低周波・高周波数領

域をカットし、中程度の周波数を発生

させる装置。他製錬所においても、

多くの実績がある。

y =  0.56 x +  429.97

y =  0.50 x +  406.06

y =  0.18 x +  390.80
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微粉鉱比率限界 平成23年度：90％

■個別要素技術成果（1）（6）（7）
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個別要素技術 目標・指標 成果

（1） 湿式焙焼炉流動不良と
ボイラーの現状把握

・微粉鉱比率上昇に伴うOF 
焼鉱の粒度変化や、ボイ
ラーダスト付着率等の特
性値を把握する。

・各年度の改善による効果
を確認する。

微粉鉱比率上昇に伴うOF
焼鉱の特性値およびボイ

ラーダストの付着率を把握し
た。（焼鉱粒度、組成、形態、
比重、ボイラー温度等）

（6） ボイラーシミュレーション ・ボイラー内のガス流や温
度分布から、ダストの付着
しやすい箇所を特定する。

ボイラー内部でガスの偏流が
発生しており、現状の蒸発管
の向きでは、熱回収（ボイ
ラーの温度低減）は非効率で
あることが判明した。

（7） ボイラー改造 ・第一、第二蒸発管内の温
度を低下させる。

・ダスト付着率を低減する。

ボイラー改造により第一、第
二蒸発管温度が著しく低下し、
ダスト付着率は低減した。

達成

達成

達成

■個別要素技術成果（1）（6）（7）のまとめ

成果（1）（6）（７）
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乾式焙焼炉 微粉鉱供用比率の限界と対策案（H21年度）

微粉鉱供用比率限界は30％程度であった。乾式給鉱方式であるため、微粉鉱を事前造粒
することが有効と考えられた。

■個別要素技術成果（２）乾式焙焼炉での造粒品の効果検証
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（造粒前） （造粒後）

事前造粒条件（特に粒径）について多くの試験を実施したが、造粒した精鉱の粒径として、
1ｍｍ程度が適正と判断された。

■個別要素技術成果（２）乾式焙焼炉での造粒品の効果検証



26

微粉精鉱
造粒精鉱

精鉱の供給ラインに造粒機を設置し、実機による焙焼試験を実施した。

試験では、主に風函圧力・焼鉱粒度を観察した。

乾式焙焼炉 事前造粒による微粉鉱供用比率の達成（H23年度）

Ａｉｒ
風函（ウィンドボックス）
（圧力）

流動層

入気ブロワー

コンベア

精鉱

散布機

SO2ガス
（ボイラーへ）

テーブル
フィーダ

オーバーフロー焼鉱
（粒度）

SO2ガス(＋ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ焼鉱)

■個別要素技術成果（２）乾式焙焼炉での造粒品の効果検証
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微粉鉱を造粒し、供用比率100％でも問題無く操業可能となった。

■個別要素技術成果（２）乾式焙焼炉での造粒品の効果検証

成果（2）
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精鉱の均一混合による焙焼の安定化（H24年度）

■個別要素技術成果（3）乾式焙焼炉での精鉱の均一混合による Pb、Ｃｕキャパアップ

造粒機

焙焼炉

赤線部 新設 青線部 既設

ダンプ

ダ
ン
プ

精鉱受入れ口

精鉱ホッパー

新たな精鉱受けれ口を設置した。
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■個別要素技術成果（3）乾式焙焼炉での精鉱の均一混合による Pb、Ｃｕキャパアップ

湿式 乾式

Pb+ Cu Cap ≦ 3.8 ％ ≦ 2.8 ％

焙焼炉
ドル式

（湿式チャージ）
ルルギ式

（乾式チャージ）

原料均一性 均一 不均一

乾式－湿式焙焼炉の比較

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

時間→

P
b
+
C
u
品
位
(
%
)

湿式のバラツキ

乾式のバラツキ

6σ

6σ

2.8%

σ＝0.061

σ＝0.246

設備設置前 設備設置後 湿式給鉱方式

Pb品位バラツキ 0.27 0.11 0.05
Cu品位バラツキ 0.087 0.014 0.076

Pb+Cu品位バラツキ 0.246 0.116 0.061

新たな精鉱受けれ口を設置

新たな精鉱受入れ口を設置することにより、低融点金属Pb、Cuのバラツキが減少した。

成果（3）

均一混合により品位のバラツキ
を改善（0.246→0.116）

焙焼での検証は、事業後
に実施し、達成できている。
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1.25 t/h (10 %見合い量)の造粒鉱を供用出来ることを確認した。

造粒鉱供用設備
(乾式給鉱)

精鉱スラリー

Air流動層

造粒鉱

【切り出し装置】
スクレーパ付
ロータリーバルブ

ホッパー

プッシャー

焙
焼
炉
壁

液柱型差圧計
スクレーパ付

RV

湿式焙焼炉においても、微粉鉱100 %(微粉鉱90 %＋造粒鉱10 %)供用技術の目処がついた．
（事業期間内に、微粉鉱100％の供用試験までに至らなかった）

湿式焙焼炉 乾式給鉱方式による微粉鉱供用比率のアップ（H24年度）

微粉鉱供用比率限界が90％に留まっていた。乾式焙焼炉での結果を活かし、事前造粒した微粉
鉱10％分を供用することを検討した。湿式給鉱のラインから造粒鉱を供用することは出来ないた
め、乾式給鉱のための給鉱箇所を設置した。

■個別要素技術成果（４）湿式焙焼炉での造粒鉱供用技術の確立
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31

事業にて設置した、乾式給鉱設備を用いて、微粉鉱供用比率100％の試験を実施した。
焼鉱粒度の異常は見られず、達成したと考えられる。

成果（4）

■個別要素技術成果（４）湿式焙焼炉での造粒鉱供用技術の確立
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１.焙焼炉流動不良メカニズムの解析

２.ボイラーダスト付着メカニズムの解析

■焙焼に関する知見

研究機関（大学）と連携し焙焼に関する以下の知見を得て、開発の基礎とすることができた。

①微粉精鉱の焙焼時、空気過多によって過焼結となり、PbやCaといった硫酸塩が表面に凝集する。

②凝集した硫酸塩の表面が僅かに溶解し、他の粒子と結合することで粗粒化が進行する。

元素 精鉱 焼鉱

・ZnSとして広範囲に分布 ・ZnOとして広範囲に分布

・FeやSi、Al、Mgと一部化合物を形成 ・FeやSi、Al、Mgと一部化合物を形成

S ・Znの他、Fe、Pb、Cu等の硫化物として広範囲に分布 ・SO4として存在

O ・ほとんど存在せず、Siと同位置に存在 ・広範囲に分布

・全体的に拡散するようにFeOとして存在

・生焼けとなったZnSの輪郭部分に多く存在

・周辺のZnと反応し，Zn(Fe)Oを形成

・SiO2鉱石として局在 ・SiO2鉱石周辺に拡散するように存在

・Znの他、Fe、Al、Mg等と一部化合物を形成 ・一部ZnとZn(Si)Oを形成

Pb ・PbSO4の微細な粒子として存在 ・PbSO4として粒子境界に一部存在

Cu ・CuFeS2やCuSとして単一粒子またはZnS中に存在 ・全体的にCuOとして存在

Zn

Fe
・Znの他、Cu、Si等と化合物を形成

Si

精鉱および焼鉱における各元素の挙動比較

Pb：粒子の輪郭部へ凝集する挙動
は焙焼によるものである。

Fe：焙焼によってZnS粒子の内部か
ら輪郭部へ拡散する。

Si：周辺へと徐々に拡散していく。

（ボイラーの改善の妥当性評価）

・温度・時間の影響 ： ボイラー入口付近の第一蒸発管ではダストが短時間で焼結し易く、ランシングな

どの長周期(回/8hr)のダスト除去では対処できない箇所が残る可能性がある。

・粒度の影響 ： 微粉鉱比率上昇に伴ってダストは焼結し易くなり、ボイラーからのダスト除去がされにくくなる。

・Pbの影響 ： ボイラーの焼結において、Pbの影響は無視できる。

・SO4の影響 ： ZnSO4は焼結の際のバインダーとして働く可能性がある。

・Cuの影響 ： ボイラーにおいて硫酸化を促進する可能性がある。

成果（5）

成果（8）
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・微粉精鉱の供用比率100％で操業した場合、焙焼トラブルを発生させることなく、1年間の安定操業
を継続可能とした。
・開発前は、微粉精鉱の供用比率を60％以上で継続した場合、焙焼トラブルによる操業停止が明ら
かであった。
・現実的には、微粉精鉱供用比率の上限（60％以下）を設定し操業を継続してきたが、開発後は
100％の供用が可能となったため、操業停止によるエネルギー上昇を潜在的に抑制したと考えること
ができる。

以下の省エネルギーが期待できる。
＜前提＞

ア）微粉精鉱供用比率：100％で1年間操業を継続する。
イ）技術開発前の休転（操業停止）頻度：1回/月

・休転日数：5日間（焙焼炉冷却；2日、全機休転；2日、立上；1日）
ウ）休転一回当たりの電力損失（電力損失：生産に寄与しない電力量）

①焙焼炉冷却：55Mwh/日×2日＝110Mwh
②全機休転：10Mwh/日×2日＝20Mwh
③立上：70Mwh×1日＝70Mwh

①＋②＋③＝200Mwh/回

＜算定＞
年間の電力損失：200Mwh/回×1回/月×11ケ月/年×2（製錬所2ケ所）＝4,400Mwh

■テーマＡの省エネルギー効果

湿式焙焼炉＋乾式焙焼炉

1年間の焙焼炉操業電力
の約1割に相当する
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Ｂ．煙灰中の銅・砒素の分離技術開発と砒素の
安定貯蔵方法の検討



35

目標・指標 設定理由・根拠等

（1）熔錬炉煙灰中の銅と砒素を効率良く分離し、
砒素は安定的な結晶性スコロダイトへと転
換する技術を開発する。
鉱石の低品位化に伴う銅トンあたりのエネ
ルギー原単位の増大を50%以上抑制する。

(2)結晶性スコロダイトが、長期間大気曝露後で
も環境省告示第１３号法（以下「１３号法」）
による砒素の溶出基準（0.3mg/L未満）を満
足することを検証する。

（3）結晶性スコロダイトの物性・溶出メカニズム
を解明し、その長期安定性の学術的根拠と
なる知見を得る。

（4）結晶性スコロダイトの長期貯蔵に適した条
件の調査と、貯蔵施設の概念設計を完成さ
せる。

今後、銅精鉱の低品位化に伴い、煙灰発生量の
増加、煙灰繰返し量の増加、それによる一次処理
可能な鉱石量の減少、かつ、あるいは繰り返せな
い煙灰の滞留が進み、銅製錬における一次回収
銅量の低下、回収コスト、回収エネルギーコストの
増加が予想されるため。

物性として特別管理廃棄物に該当せず、砒素の長
期安定貯蔵に適した溶出安定性を有する物質で
あることの根拠となるため。

結晶性スコロダイトの長期安定性を、プラントで生
成された試料を用い、実証規模で貯蔵試験（4ヵ
年）を行うことで実際に確認し、かつ過酷条件曝露
後の溶出特性、物性試験、調査を通じての学術的
知見から担保するため。

製錬プロセスより砒素を結晶性スコロダイトに分離
固定しても、それを安定的に大量かつ長期間貯蔵
できる、その物性に応じた大規模貯蔵施設が本邦
に存在しないため。

■全体の目標

技術開発の全体目標を以下とした。
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精
製
炉

銅製品銅精鉱銅鉱石 選
鉱

煙灰+排ガス

スラグ
排水澱物

脱電スライム

スコロダイト

最終処分場
（廃棄）

熔
錬
炉

転
炉

電
解

煙灰 排ガ
ス

（外販）

硫酸
製造

スコロダイト
製造

現状のプロセス

■全体の目標 エネルギー原単位の増大を抑制する考え方

煙灰の分離プロセスを開発し、銅残渣は熔錬炉へ繰り返す。砒素はスコロダイト化する。
熔錬炉への繰返し量が減少し、その減少分相当量の精鉱増処理が可能となる。
結果、増大する製錬エネルギー原単位の抑制がはかられる。

煙灰の繰返し

銅残渣の繰返し

銅鉱石
高砒素
銅精鉱
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■全体の成果（1）

・熔錬炉煙灰中の銅と砒素を効率良く分離し、砒素は安定的な結晶性スコロダイトへと転換する技術
を開発実証した。

用 水 Ｃａ（ＯＨ）２

１次浸出 ｐＨ＝３～４ 室温

浸出残渣 浸出液 Ｃｕ溶液

再浸出 ← 硫 酸 Ｃｕ回収工程へ

再浸出残渣 再浸出液 Ａｓ（ｒｉｃｈ）溶液

製錬原料へ Ａｓ回収工程へ

砒素含有副産物

（結晶化：スコロダイト製造）

製錬煙灰
　　　　　：Ｓｏｌｉｄ 酸化剤
　　　　　：Ｌｉｑｕｉｄ

１次浸出 １次浸出液

              pH 2～3  30℃

２次浸出 元液作成 調整剤

              ｐＨ0.2　75℃                          pH 0.2→0.9 40℃

２次浸出残渣 結晶化元液

初期のフロー 開発フロー
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銅精鉱

熔鉱炉

煙灰

次工程

銅精鉱（低品位化）

熔鉱炉

煙灰

次工程

銅精鉱（低品位化）

熔鉱炉

煙灰

次工程

煙灰処理

残渣回収銅

追加精鉱

精鉱量 Ｃｕ品位 Ｃｕ量 発生量 Ｃｕ品位
ｔ/年 ％ ｔ/年 ｔ/年 ％

4,800,000 30 1,440,000 264,000 24

精鉱 煙灰
精鉱量 Ｃｕ品位 Ｃｕ量 発生量 Ｃｕ品位
ｔ/年 ％ ｔ/年 ｔ/年 ％

5,204,192 27.67 1,440,000 314,854 24

精鉱 煙灰

精鉱量 Ｃｕ品位 Ｃｕ量 発生量 Ｃｕ品位
ｔ/年 ％ ｔ/年 ｔ/年 ％

5,204,192 27.67 1,440,000 314,854 24

精鉱 煙灰

浸出残渣 追加精鉱
発生量 Ｃｕ品位 発生量 発生量
ｔ/年 ％ ｔ/年 ｔ/年

314,854 24 163,724 151,130

煙灰

銅生産量：160万ｔ/年 銅生産量：160万ｔ/年 銅生産量：170万ｔ/年（増産量：96,980t)

（2013年） （2018年）
（2018年）本技術を適用

砒素溶液

2013年 2018年
2018年

(本技術波及)

製錬全体のエネルギー（ＰＪ） 36.15 37.84 39.11

エネルギー原単位（Mcal/t-Cu) 6,000 6,281 6,081

エネルギ原単位の増加量
         (Mcal/t-Cu)

0 281 81

■全体の成果（1）

鉱石の低品位化に伴う銅トンあたりのエネルギー原単位の増大を、試算上７１％抑制できる。

繰返し量が減少するため
精鉱の追加が可能となる

＜精鉱による銅生産量を144万ｔ/年とした場合の、エネルギー削減量＞

(281－81)Mcal/Cu-ｔ×144万ｔ÷239,000Gcal/PJ

≒1.2PJ
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■全体の成果（2）

事業期間の4年間、貯蔵サンプルが13号法およびTCLP法で各々基準値を下回る値で推移したこと
を確認した。

屋 内 貯 蔵 の 結 晶 性 ｽ ｺ ﾛ ﾀ ﾞｲ ﾄ の 1 3 号 法 A s 溶 出 値 推 移

0 .0 0

0 .0 5

0 .1 0

0 .1 5

0 .2 0

0 .2 5

0 .3 0

生
産

直
後

1
2
月

2
月

4
月

6
月

8
月

1
0
月

1
2
月

2
月

7
月

4
月

7
月

1
0
月

1
月

4
月

7
月

1
0
月

1
2
月

2 0 0 8 年 2 0 0 9 年 2 0 1 0 年 2 0 1 1 年 2 0 1 2 年

評 価 時 期

A
s溶

出
値

(m
g/

l)

A B

C D

・貯蔵開始来、2012年12月までの本事業期間の約４年を通して、

屋内貯蔵しているモニタリングサンプルの13号法As溶出値は

基準値の0.3mg/l未満を十分に満たす0.1mg/l未満で、低位安定推移していた。
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■全体の成果（3）

1） 結晶性スコロダイトの結晶構造を解析し、粒子1つが単結晶で欠陥がないことが確認された。
2） 低温化では、より溶出値が低下し、更に極小溶出値を示す水溶液pHが、弱酸性領域からより中

性側に移行することが確認された。
3） 溶出挙動に特に深く関連する、結晶表面近傍の構造分析による溶出メカニズムの究明を通じ、

その安定性の理論的根拠を得た。
4） 恒温試験、冷熱衝撃試験により、過酷環境下でも砒素溶出特性が悪化しないことを確認し、帰納

的に長期安定性を強く示唆する結果を得た。
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■全体の成果（4）

地質学的調査、結晶性スコロダイトの物性評価を踏まえた貯蔵リスク分析を行い、これに基づき
大規模貯蔵施設の概念設計を完了した。

○××
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■個別要素技術成果（1） 熔錬炉系煙灰中の銅と砒素の高効率分離技術

煙　灰

用　水 　Ｃａ（ＯＨ）２

１次浸出 　ｐＨ＝３～４　　室温

浸出残渣 浸出液 　Ｃｕ溶液

２次浸出 ← 硫 酸 Ｃｕ回収工程へ

再浸出残渣 再浸出液 Ａｓ（ｒ ｉｃｈ）溶液

製錬原料へ Ａｓ回収工程へ

Ｎ０． 試料名 Cu（％） As（％） Fe（％） Pb（％） Zn（％） S（％）

1 Ａ－Ｆ－１ 14.9 2.8 2.9 7.9 8.0 12.8

2 Ａ－Ｆ－２ 17.5 3.9 4.9 6.5 4.3 14.5

3 Ｂ－Ｆ－１ 20.8 2.1 12.9 1.4 1.6 12.9

4 Ｃ－Ｆ－１ 24.3 2.3 11.7 0.6 1.2 11.6

5 Ｄ－Ｆ－１ 22.4 3.1 14.9 1.3 1.4 10.6

Ｃｕ Ａｓ Ｃｕ Ａｓ
（g/l） （g/l） （％） （％）

Ａ－Ｆ 500 4.0 64 0.78 81 4.4
Ｂ－Ｆ 400 4.0 59 0.11 75 1.4
Ｃ－Ｆ 350 4.1 58 0.01 72 0.2
Ｄ－Ｆ 350 3.5 56 0.16 76 1.7

浸 出 率
煙灰試料

Ｎｏ.
ﾊﾟﾙﾌﾟ濃度
（g･dyy/l）

１次浸出
ｐＨ

液濃度

・1次浸出液銅回収率≧70%
・1次浸出液銅濃度≧30g/L
・1次浸出液砒素濃度≦1g/L

全ての数値目標を達成した。

成果1

銅が残存
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■個別要素技術成果（2） 熔錬炉系煙灰中の砒素の硫化回収技術

　　　 １次浸出工程

煙　灰 

　　２次（再）浸出工程

１次浸出残渣 １次浸出液
  Cu（ｒｉｃｈ）溶液

用  水 Ｃｕ回収工程へ

　　　　　　　

２次浸出残渣 ２次（再）浸出液
  Ａｓ（ｒｉｃｈ）溶液

製錬原料へ

硫化砒素 硫化後液

用　水

２次浸出 蒸　気H2SO4

１次浸出

ＮａＳＨ

Ｃａ（ＯＨ）２

硫　化

硫化工程

煙灰中の砒素を硫化砒素として回収できれば、既に操業実績のあるＤＳＰプロセスへスコロダイト
生成原料 として供給が可能となる。

２次浸出スラリーへＳ゜（硫黄末）を添加し、ＳＯ２吹込み下で浸出

「反応式」

　　Ｃｕ
２＋

＋Ｓ゜＋ＳＯ２＋２Ｈ２Ｏ

　　　　　　　　　　　　　　　→　　ＣｕＳ＋ＳＯ４
２－＋４Ｈ＋

溶出ＣｕをＣｕＳとして残渣へ入れ込むことで、上記の課題を解消

なお、Ａｓは上記反応は進まず、イオンのまま２次浸出液中に溶存

・溶出ＣｕをＣｕＳとして残渣へ入れ込むことで、
高価な硫化剤の使用量が減らせる 。

・浸出液中のＡｓのほとんどが３価Ａｓとなるため、
効率良く硫化剤が使える

成果2
・薬剤原単価：60万円/As-t以下
・硫化砒素への銅ロスの極小下。

通常法銅品位を半減（≦10%）

改良法（Ｓ＋ＳＯ２による２次浸出）の２次浸出試験結果

残　渣
発 生 率 Ａｓ Ｃｕ Ａｓ Ｃｕ Ａｓ Ｃｕ

（％） （g/L） （g/L） （％） （％） （％） （％）
 Ａ－Ｆ 400 135 18 0.01 0.9 6.2 84 0.1
 Ｂ－Ｆ 782 107 17 ＜0.01 0.4 12.3 87 0.0
 Ｃ－Ｆ 400 129 13 0.03 0.3 9.5 92 0.1
 Ｄ－Ｆ 350 138 13 1.9 0.5 10.1 89 5.0

煙灰試料
Ｎｏ.

ﾊﾟﾙﾌﾟ濃度
（g･dry／L)

液濃度 残 渣 品 位 浸 出 率
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■個別要素技術成果（3） 転炉煙灰の処理技術

成果3

転炉煙灰と熔錬炉煙灰との配合処
理法、転炉煙灰への鉄源添加法を
考案・試験し、パルプ生成段階でス
ラリー化が可能な転炉煙灰について
は、1）銅の一次浸出法、2）砒素の

一次浸出法のいずれもが、基礎試験
において数値目標を達成した。

転炉 Ａ－Ｃ 4.5 5.4 0.7 0.9
Ａ－Ｆ 17.5 3.9 4.9 5.8
Ｂ－Ｆ 20.8 2.1 12.9 15.7
Ｃ－Ｆ 24.3 2.3 11.7 15.8
Ｄ－Ｆ 22.4 3.1 14.9 11.9

熔錬炉

発生炉
（Ｃｕ（％）+ Ｆｅ（％））／Ａｓ（％）

組成比
煙灰試料

Ｎｏ. Ｃｕ（％） Ａｓ（％） Ｆｅ（％）

煙灰の組成
１）熔錬炉煙灰（Ａ-Ｆ煙灰）との混合同時

処理法転炉煙灰と熔錬炉煙灰を発生量比
率にて配合･混合し浸出に供ずることで、Ｃｕ
／Ａｓの分離浸出が可能となる。

２）３価Ｆｅとの共沈浸出法

Ａ-Ｃ煙灰スラリーへ、３価Ｆｅ源を所定量添
加し浸出に供ずることでＣｕ／Ａｓの分離浸
出が可能となる。

１）　熔錬炉煙灰（Ａ-Ｆ煙灰）との混合同時処理法

　　条件：　　混合比は、転炉煙灰：熔錬炉煙灰＝１：６．５
　　　　　　　　Ｐ.Ｄ.＝４５０ｇ／Ｌ　　ｐＨ＝４．１

Ｃｕ（g/l） Ａｓ（g/l） Ｃｕ（％） Ａｓ（％）

49.4 0.8 75.6 4.5

２）　３価Ｆｅとの共沈浸出法

　　条件：　　３価Ｆｅ添加量は煙灰中Ａｓの１．５倍モル量
　　　　　　　　Ｐ.Ｄ.＝３００ｇ／Ｌ　　ｐＨ＝３．５

Ｃｕ（g/l） Ａｓ（g/l） Ｃｕ（％） Ａｓ（％）

4.9 0.5 75.0 4.0

浸出液濃度 浸 出 率

浸出液濃度 浸 出 率

易溶性転炉煙灰は、熔錬炉煙灰に比べ砒素含有量に対する銅や鉄の含有量が極端に少ないもの
であった。このため、ｐＨ＝３～４の浸出では、砒素、銅、鉄のほとんど全量が砒酸塩を形成し析出
するため、Ｃｕ／Ａｓ分離は不可能であった。

したがって、適用可能な処理方法の検討を行なった。



先に開発した硫化砒素回収方法からスコロダイトを得るまでには
当該硫化砒素の浸出・酸化操作が必要であり、かつスコロダイト
形成用のＦｅ源も必要となることからコスト高が懸念された。

そこで、硫化砒素回収を経ずに、煙灰浸出液中の砒素と鉄から
スコロダイトを直接生成する技術を開発し、全体フローの効率化
および低コスト化を目指した。

開発した方法は以下の三つである。

　・　直接法
　・　直接法の工程数を減らした短縮法
　・　短縮法をベースとし、脱銅電解スライムも同時に処理が可能な脱電法

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術
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製錬煙灰
　　　　　：Ｓｏｌｉｄ 酸化剤
　　　　　：Ｌｉｑｕｉｄ

１次浸出 １次浸出液

              pH 2～3  30℃

２次浸出 元液作成 調整剤

              ｐＨ0.2　75℃                          pH 0.2→0.9 40℃

２次浸出残渣 結晶化元液

１次浸出：

３価Ａｓの酸化及びＡｓ（残渣へ）とＣｕ（液へ）
の分離

２次浸出：

Ａｓ、Ｆｅの酸性浸出及び浸出液繰り返しによ
るＡｓの濃縮

元液作成：

２次浸出液の１次浸出残渣による中和、次いで
還元・浄液（３価Ｆｅ→２価Ｆｅ、浄液）。
調整剤にはＦｅ粉または脱電スライム（脱電法）
を使用

＜短縮法のフロー＞

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術

製錬煙灰
　　　　　：Ｓｏｌｉｄ
　　　　　：Ｌｉｑｕｉｄ

１次浸出 １次浸出液

　　　　　　  pH 3～3.5  30℃

２次浸出 中　和  ｐＨ1　40℃

　　　　　　 ｐＨ0.2　75℃ 酸化剤
（Ｈ２Ｏ２）

２次浸出残渣 酸　化 酸化後液

                  pH2  50℃

　　　　調整剤（Ｆｅ粉） 元液作成 還元殿物

              pH 0.4→0.9  40℃ 

結晶化元液

１次浸出：

Ａｓ（残渣へ）とＣｕ（液へ）の分離
２次浸出：

中和：

酸化：

元液作成：

Ａｓ、Ｆｅの酸性浸出

過剰酸分の１次浸出残渣による中和

３価Ａｓの酸化及び５価Ａｓ酸化殿物
の回収

酸化殿物の浸出、次いで還元・浄
液（３価Ｆｅ→２価Ｆｅ、浄液）

＜直接法のフロー＞
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Ａｓ Ｆｅ Ｃｕ Ｐｂ Ｚｎ Ｃｄ

％ ％ ％ ％ ％ ％

Ａ-Ｆ(H24) 7.5 7.1 16.3 10.2 4.6 2.7

煙灰の組成

実証化試験

煙灰の特徴：

・ 組成としては、Ｆｅが少なくＰｂ、Ｃｄが多い。尚、本煙灰はＣｕ等多くの元素が難溶性を示したため、１次浸出に先駆け予
備浸出処理（ｐＨが０．５以下で事前に浸出）を行なう必要があった。

脱電スライムの組成

Ａｓ Ｆｅ Ｃｕ Ｐｂ Ｚｎ Ｃｄ

％ ％ ％ ％ ％ ％

脱電Ｓ 36.3 0.0 49.3 0.9 0.01 ＜0.01

備考： 水分＝９．７％

実証試験に用いた原料の組成

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術
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回収スコロダイト

直 接 法 短 縮 法

・１次粒子は共に類似の形状を呈したが、短縮法では微細なスコロダイト粒子が多く存在する。

実証化試験

水　分
（％）

平均粒径
（μｍ）

＜１μｍ
占有率
（％）

11.4 5.3 3.0

水　分
（％）

平均粒径
（μｍ）

＜１μｍ
占有率
（％）

20.5 3.7 5.3

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術
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水　分
（％）

平均粒径
（μｍ）

＜１μｍ
占有率
（％）

22.5 4.9 2.2

実証化試験回収スコロダイト

脱電法１ 脱電法２

・脱電法１では、短縮法と比較して若干の肥大化が認められた。

・脱電法１のスコロダイトの一部を種晶として用いた脱電法２では、平均粒子径が２倍近く増大した。

水　分
（％）

平均粒径
（μｍ）

＜１μｍ
占有率
（％）

19.5 8.8 1.6

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術
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回収スコロダイト

直接法：水分=11.4% 平均粒径=5.3μm

実証化試験

短縮法：水分=20.5% 平均粒径=3.7μm

脱電法１：水分=22.5% 平均粒径=4.9μm 脱電法２：水分=19.5% 平均粒径=8.8μm

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術
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Ａｓ Ｆｅ Ｃｕ Ｐｂ Ｃｄ Ｂｉ Ｍｏ

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

直接法 30.1 23.9 0.2 ＜0.01 0.02 0.1 0.4

短縮法 29.1 22.7 0.8 0.02 0.04 0.2 0.4

脱電法１ 29.0 21.9 0.9 0.04 0.04 0.2 0.6

脱電法２ 30.7 22.0 1.1 0.03 0.03 0.2 0.9

スコロダイトの組成の比較
実証化試験

短縮法および脱電法では、直接法に比しＣｕが４～５倍の値となった。また、その他元素も微量増加する
結果となった。

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術
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環境庁告示１３号溶出試験結果 実証化試験

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術

52

フィルター As Pb Cd Se Cr Hg

孔径（μｍ） mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L μg/L

１３号基準値 1.0 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3 ＜1.5 ＜5

直接法 1.0 0.09 ＜0.0１ 0.15 ＜0.02 ＜0.01 ＜0.05

1.0 0.06 0.09 0.10 ＜0.02 ＜0.01 ＜0.05

0.2 0.03 - - - - -

1.0 0.04 ＜0.0１ 0.02 ＜0.02 ＜0.01 ＜0.05

0.2 0.04 - - - - -

1.0 0.09 ＜0.0１ 0.01 ＜0.02 ＜0.01 ＜0.05

0.2 0.07 - - - -

短縮法

脱電法１

脱電法２



ＥＰＡが定めるＴＣＬＰ溶出試験結果

実証化試験

～カナダ、ＭＡＸＸＡＭ社による評価結果～

ＴＣＬＰ溶出試験では、全てのスコロダイトがＴＣＬＰ溶出基準値を満足した

フィルター As Pb Cd Se Cr Hg Ag Ba

孔径（μｍ） mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L μg/L mg/L mg/L

TCLP基準値 0.6～0.8 ＜5.0 ＜5.0 ＜1.0 ＜1.0 ＜5.0 ＜200 ＜1.5 ＜100

直接法 0.7 0.5 ＜0.1 ＜0.05 ＜0.1 ＜0.1 ＜10 ＜0.01 ＜0.2

短縮法 0.7 ＜0.2 ＜0.1 ＜0.05 ＜0.1 ＜0.1 ＜10 ＜0.01 ＜0.2

脱電法１ 0.7 0.4 ＜0.1 ＜0.05 ＜0.1 ＜0.1 ＜10 ＜0.01 ＜0.2

脱電法２ 0.7 0.3 ＜0.1 ＜0.05 ＜0.1 ＜0.1 ＜10 ＜0.01 ＜0.2

■個別要素技術成果（4） 煙灰の砒素浸出液から結晶性スコロダイトを直接生成する技術

成果4 ・浸出した砒素を結晶性スコロダイトに固定する実証試験に成功し、
その結晶性スコロダイトの溶出特性は、目標の溶出値を全て満たした。

・浸出した砒素を結晶性スコロダイトに固定する実証試験に成功し、その結
晶性スコロダイトの溶出特性は、目標の溶出値を全て満たし、工程数削減、
薬剤原単位の削減も目標以上に達成した。
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■個別要素技術成果（5） 複数製錬所煙灰の組成解析及び銅と砒素の分離の再現試験

煙灰の組成、煙灰中の銅の形状を把握し、銅の分離挙動に関し学術的アプローチから再現性・原料依
存性を確認した。
国内４製錬所から６種の煙灰試料を収集し、その組成・形状を分析把握し、鉄/砒素比率、溶解性等、
各々の性状に応じた処理条件の検討、確立を行った。

収集した各社の煙灰性状を基に、全ての煙灰が処理出来る砒素の分離プロセスを開発し
た。（プロセス条件の設定）

煙灰コード Cu(%) As(%) Fe(%) S(%) Pb(%) Zn(%) Fe(%)/As(%) Cu(%)/As(%)

熔錬炉

A-F-2 17.46 3.85 4.92 14.47 6.54 4.30 1.3 4.5

B-F-1 20.78 2.14 12.88 12.89 1.44 1.55 6.0 9.7

C-F-1 24.30 2.28 11.71 11.58 0.57 1.22 5.1 10.7

D-F-1 22.40 3.13 14.88 10.56 1.26 1.35 4.8 7.2

転 炉 D-C-1 22.80 1.67 1.85 12.52 12.47 5.08 1.1 13.7

pH Cu As Fe Pb Zn

熔錬炉

A-F-2 (1) 3.4 75.0 9.84 - - --
0.2 67.8 50.9 - - -

A-F-2 (2) 4.0 69.1 2.65 1.82 0.04 68.9
0.2 85.7 51.3 19.5 0.55 36.1 

B-F-1 3.4 62.5 1.98 9.63 1.31 42.4 
0.2 41.7 64.5 14.3 0.80 3.40 

C-F-1 3.6 74.8 1.70 5.00 77.6 39.1 
0.2 49.4 69.1 10.5 23.2 7.9 

D-F-1 3.5 67.1 3.26 8.42 0.69 42.4 
0.2 51.7 62.2 7.79 2.48 2.04 

転炉 D-C-1 3.8 30.5 0.17 3.51 0.06 96.6 
0.2 20.8 7.13 20.5 0.08 -

成果5



55

■個別要素技術成果（6） 結晶性スコロダイト生成時における不純物の挙動調査

1) 銅、モリブデン
・銅およびモリブデンを含む煙灰処理実液から作製したスコロダイト粒子が円盤状となるのは、モリブデンイオンの影響と

考えられる。
・粒子表面には数十nm程度の凸凹しか観測されず、比較的平坦であった。また、同一粒子内の異なる箇所からは同様

の回折図形が観測され、粒子はほぼ単結晶になっていた。
・粒子内部において鉄および砒素の濃度は近づく傾向が観測された。
・粒子表面近傍では砒素濃度の減少傾向が観測された。
・モリブデンおよび銅は粒子内部まで分布していることが分かった。
・おおむね粒子中においてモリブデン濃度は比較的均一に分布していると考えられる。

2）三価の砒素および銅イオン
・３価の砒素および銅イオンを含む溶液から作製したスコロダイト粒子は、複数個の結晶粒で構成されているが、その組

成は比較的均質であると言える。

3） アンチモン、ビスマス
・アンチモン、ビスマス共、元液中に混在した場合、結晶化反応の初期に各々下記反応式の通り砒酸アンチモン、砒酸ビ

スマスを形成して、結晶化初期段階で結晶に取り込まれると推察されたが、結晶内でどの様な形状で存在するかは判
明しなかった。

・スコロダイト (FeAsO₄・2H₂O)を形成するFe(Ⅲ)に置換して結晶を構成している可能性が示唆された。

Sb2(SO4)3 (s) + 2H3AsO4
0(aq) = 2SbAsO4 (s) + 3SO4

2- (aq) + 6H+(aq)

Bi2(SO4)3 (s) + 2H3AsO4
0(aq) = 2BiAsO4 (s) + 3SO4

2- (aq) + 6H+(aq)

・結晶の粒径、形状に与える影響は条件により一様ではないが、アンチモン、ビスマス共に過剰に添加された場合は、微
細な粒子を多量に発生させる傾向があり、結晶成長の阻害要因となることが推測された事から、元液への随伴は結晶
性スコロダイトの安定性を維持する為に極力避けることが望ましいと考えられる。

可能性のある不純物として、銅、モリブデン、アンチモン、ビスマスに対する種々の知見が得られた。
成果6
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■個別要素技術成果（7） 結晶性スコロダイト長期安定性

屋 内 貯 蔵 の 結 晶 性 ｽ ｺ ﾛ ﾀ ﾞｲ ﾄ の 1 3 号 法 A s 溶 出 値 推 移

0 .0 0

0 .0 5

0 .1 0

0 .1 5

0 .2 0

0 .2 5

0 .3 0

生
産

直
後

1
2
月

2
月

4
月

6
月

8
月

1
0
月

1
2
月

2
月

7
月

4
月

7
月

1
0
月

1
月

4
月

7
月

1
0
月

1
2
月

2 0 0 8 年 2 0 0 9 年 2 0 1 0 年 2 0 1 1 年 2 0 1 2 年

評 価 時 期

A
s溶

出
値

(m
g/

l)

A B

C D

・TCLPによる溶出評価でも、13号法と同様、基準値(As＜5mg/l) を十分に満たす

定量下限0.2mg/l以下で、低位安定推移していた。

TCLP評価によるAs溶出値 ※基準As<5mg/l

A B C D
2010年 2月 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2
2011年 4月

7月
10月 0.2

2012年 1月 <0.2
4月
7月
10月
12月

ｻﾝﾌﾟﾙ採取・評価時期

<0.2

<0.2
<0.2

<0.2

<0.2 <0.2

<0.2 <0.2

屋内貯蔵のスコロダイトは、期間中、全て
のサンプルが全ての試験において13号
法（＜3mg/l）を満足した。同時に、 TCLP
溶出試験（＜5mg/l）を満足した。

成果7
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■個別要素技術成果（8） 結晶性スコロダイトの物性・溶出メカニズムの解明

１）過酷、加速試験後でも13号法溶出基準を満足することの検証
a） 50℃恒温で60日間の曝露試験後の砒素溶出値に変化は無く、0.1mg/l以下を示した。
b） -10～40℃（１サイクル）X 60サイクルの冷熱衝撃試験後も、形状及び溶出特性に変化

は認められなかった。
c） 室温から-196℃への冷却衝撃試験後も、結晶性スコロダイトの砒素溶出特性に変化

がないことが確認された。

2）結晶構造と、溶出安定性との関連を解明
結晶性スコロダイトの1つの粒子が単結晶で欠陥がないことを確認した。

3）生成条件、組成、形状が異なる結晶性スコロダイトでの溶出安定性を検証
銅を含有する結晶性スコロダイトの砒素溶出特性に悪化変化がないことを確認した。

成果8
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■個別要素技術成果（9） 結晶性スコロダイトの貯蔵方法

1） リスク分析

a) 湿度を高くしておく。湿った状態のスコロダイトを密封すればほぼ100％の湿度を維持できる。

b) 水の流入出を許さない。結晶性スコロダイトの安定を維持するためには、付着水の水質を

pH4前後にしておくことが重要である。外からの水の流入を阻止すると共に、結晶の表面に

付着しているpH4の水を失わないよう､水の流入出を許さない。これはa)と同様に､スコロダイ

トを密封することで可能となる。これにより、密封内では水の動きが無いことになり、水流に

よる粒子の流失拡散も防げる。

c) 紫外線・宇宙線に対する結晶性スコロダイトの安定リスクは、データが無いために評価が困

難である。しかし、これらからの防曝対策としては地中埋設が最も簡単・確実な方法で、多数

の実績がある。又、地中埋設すれば温度変化も狭い範囲に留めることが可能となり、飛散・拡

散及び盗難防止にも一定の効果がある。

d) 結晶性スコロダイトに他の物質を極力、混入させない。これは密封すれば簡単に可能となる。

2） 立地、構造条件

唯一実現可能性のあり、かつ構造上の致命的な問題がない｢コンクリート槽封入法｣が最適である。

成果9
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Ｂ．煙灰中の銅・砒素の分離技術開発と砒素の
安定貯蔵方法の検討

A．微粉精鉱の焙焼技術開発

事業化・波及効果及び費用対効果
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■事業化の見通し

・本事業で実施した実証試験において、造粒設備の導入及びボイラー改造は、実操業設備に対

して付加又は改造を実施したものである。したがって、事業化という意味では、今回の開発元

となった亜鉛製錬所では、導入又は改造した設備によって、亜鉛製錬プロセスを稼働させてお

り、既に実用化された。

・国内の湿式亜鉛製錬所から生産される亜鉛製品は、約470千ｔ/年（亜鉛換算）であり、その

内、

本事業に供した製錬所は約150千ｔ/年である。残りの各製錬所においては（約320千ｔ/年）、今

後の買鉱状況にもよるが、仮に微粉精鉱を中心とした製錬を実施する場合は、本事業にて開

発した技術を導入することにより、安定した操業の継続が可能と考えられる。

Ａ．微粉精鉱の焙焼技術開発（亜鉛製錬）



■事業化の見通し

・熔錬炉煙灰がスコロダイトプロセスの処理対象に加わることにより、銅製錬工程において、銅と砒

素とを高濃度で含有して一次発生する中間生成物が、基本的に全て処理対象になることから、そ

の適用範囲は飛躍的に拡大する。

・本邦に現在存在しない大規模なスコロダイト貯蔵施設が設置されれば、国内銅製錬所から発生

する砒素を最終的に結晶性スコロダイトとして貯蔵する受け皿となり、事業化（事業の拡大）が見

込まれる。

・今日、日本の銅製錬所は、概算500万トンの精鉱を輸入し、160万トンの銅地金を生産している

が、

その銅精鉱中の砒素品位は0.8～1.2%に達し、10年前の約2.5倍に上昇しており、銅製錬業界だけ

で年間4,000ないし6,000トンの砒素が発生している。

・この砒素は、一部は中間生成物に随伴して系内を循環し、余剰分の大半は最終的に副産物であ

るスラグに固定され、系外に排出されている。結果として、スラグに含有される砒素品位は上昇し

ており、またスラグのかなりの量は輸出されていることから、国内外におけるスラグの含有量規制

が強化されれば、銅製錬事業そのものが瞬時に成立しなくなるリスクを抱えている。

・今般概念設計した結晶性スコロダイトの大規模貯蔵施設は、実際に建設されれば最終的には

200,000㎥、砒素重量に換算して約60,000トンの結晶性スコロダイトを貯蔵する能力を有し、年間

2 000トンの砒素を30年にわたり継続して受入れることが可能になる

Ｂ．煙灰中の銅・砒素の分離技術開発と砒素の安定貯蔵方法の検討（銅製錬）
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■波及効果

１）資源の安定供給
微粉鉱の輸入に制限を加えることなく100％供用出来る技術を、国内亜鉛製錬に波及させること
により、我が国の資源安定供給につなげられることが期待される。

２）省エネルギー
操業停止によるエネルギー上昇を潜在的に抑制したと考えることができる。その効果を国内の湿
式亜鉛製錬に波及させた場合、省エネルギーが期待できる。

製錬所名 亜鉛生産量（千t/年） 電力損失(Mwh/年） 備考

開発元 150 4,400 2製錬所
Ａ 120 3,500
Ｂ 200 5,900

計 470 13,800

３）微粉精鉱供用量増加による熔錬費（ＴＣ）収入の増加
開発元となった製錬所における微粉精鉱の増加可能量は、概ね57,000t/年となった。製錬サイド
は、鉱山サイドから買鉱する条件として、ＴＣ収入を差し引いた額で精鉱を買鉱するが、微粉精鉱
のＴＣは、通常精鉱と比べ高く設定されるのが一般的である。
通常精鉱を微粉精鉱に切り替えた場合のＴＣ収入増加額（95円/＄）

（210－130）＄/ｔ×103,636ｔ/年×95円/＄＝7.9億円/年 113Gwh/年の省エネ効果相当

４）ボイラー改造による省エネルギー
ボイラー内の温度が低減したことから、蒸気の発生量は改善される。

重油換算にして41kL/年の省エネ効果 国内亜鉛製錬へ波及すると、260kL/年

Ａ．微粉精鉱の焙焼技術開発（亜鉛製錬）
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■波及効果

Ｂ．煙灰中の銅・砒素の分離技術開発と砒素の安定貯蔵方法の検討（銅製錬）

１）資源の安定供給
高砒素の精鉱による銅製錬の影響が懸念されたが、砒素を分離し安定した化合物として貯蔵で

きる技術を国内銅製錬へ波及させることにより、我が国の資源安定供給につなげられることが期待
される。この場合、貯蔵施設としての国内での立地条件等をさらに検討し、効率的な貯蔵施設を設
置することが必要である。

２）省エネルギー
本技術によって、増大する製錬エネルギーが抑制される規模は、国内銅製錬において、概ね1.2Ｐ

Ｊ/年と考えられる。

テーマＡ及びＢによる省エネルギー効果を、電力量及びＣＯ2に換算すると以下となる。

テーマ 削減効果 電力換算値 ＣＯ2換算値 

Ａ 休転ロス無し     13,800Mwh/年 13,800Mwh/年 7,590t/年 

蒸気量増加      260kL（重油）/年 1,116Mwh/年 614t/年 

微粉精鉱 100%  354,000Mwh/年 354,000 Mwh/年 194,700t/年 

              計 368,916 Mwh/年 202,904t/年 

Ｂ 煙灰の処理        1.2PJ/年 333,333Mwh/年 183,333t/年 

計  702,249Mwh/年    386,237t/年 

 
＜換算値＞

重油1KL＝41.9GJ
電力1Mwh＝3.6GJ
電力1Mwh＝0.55トン-CO2
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■費用対効果

Ａ．微粉精鉱の焙焼技術開発（亜鉛製錬）

国内
湿式亜鉛製錬所

亜鉛生産量
（千ｔ/年）

今回の投資額
（百万円）

他製錬所への投
資額試算
（百万円）

備 考

開発元 150 911
製錬所Ａ 200 839 亜鉛生産量に基づき

0.6乗則を用いた製錬所Ｂ 120 519
計 470 911 1,358 計：2,269百万円

368,916Mwh/年
の削減

26億円/年
の効果

本研究の費用： 9.11億円
効果額(国内に波及した場合)：26億円/年
(参考：国内に波及した場合の総投資額)：21億円
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Ｂ．煙灰中の銅・砒素の分離技術開発と砒素の安定貯蔵方法の検討（銅製錬）

本事業での関連した設備とその投資額
・砒素分離試験設備：3.55億円(砒素処理能力：0.3t/年)
・スコロダイト製造設備(開発元に既存)：8億円(砒素処理能力：12t/年)
・スコロダイト貯蔵施設：10億円(砒素貯蔵能力：14t/年)

国内銅製錬で発生する砒素量は、概ね6,300t/年である。
・砒素分離設備：312億円
・スコロダイト製造設備：343億円
・スコロダイト貯蔵施設：293億円
総額で948億円の投資が必要となる。

省エネルギー効果は、333,333Mwh/年(1.2PJ/年を電力換算)
効果額は、
333,333Mwh/年×7円/Kwh≒23億円/年

本研究の費用： 3.55億円
効果額(国内に波及した場合)：23億円/年
(参考：国内に波及した場合の総投資額)：948億円

電力1Mwh＝3.6GJ

(参考）
省エネルギー法に基づく換算値

電力1Mwh＝9.76GJ
を用いた場合は、

122,951Mwh/年×7円/Kwh
＝8.6億円/年


